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（別紙１） 

紫波町新庁舎整備事業ＰＦＩアドバイザリー業務仕様書 

 

１ 業務名 

  紫波町新庁舎整備事業ＰＦＩアドバイザリー業務 

 

２ 目的 

紫波町（以下「本町」という。）では、現庁舎の分散化、老朽化、耐震化等の諸問題を解

決するため、新庁舎の建設（以下「本事業」という。）を計画しているところである。 

本事業の実施は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平

成１１年法律第１１７号）に基づいた、ＰＦＩ方式を予定している。 

本事業における実施方針の公表から民間事業者との契約締結までの発注者側の業務につ

いて、必要な知識、技術及び情報の支援を実施することにより、本事業が円滑に実施でき

る環境の整備を図ることを目的とする。 

 

３ 委託期間 

契約締結の日から平成２４年９月３０日までとする。 

 

４ 委託業務内容 

  本業務の委託内容は次のとおりとする。 

(1) 事業スキーム精査・確定に係る支援 

   本町がこれまで検討してきた事項を踏まえ、事業方式、事業期間、施設の規模、ＰＦ

Ｉ事業の範囲などについて精査し、最終的な事業スキームについて整理、確認する。 

 

(2) 実施方針の公表に係る支援 

  ア 実施方針案の作成 

    本町がこれまで検討してきた事項を踏まえ、実施方針案を作成する。 

実施方針には以下に掲げる事項について明記する。 

・特定事業の選定に関する事項 

・民間事業者の募集及び選定に関する事項 

・民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

・公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

・事業計画又は協定の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

・事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

・法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

・その他特定事業の実施に関し必要な事項 

特に事業の継続が困難となった場合や事業破綻時の措置については、事前に十分な

検討を行う。 

イ 実施方針への質問・意見の回答書案の作成 

  実施方針に対する民間事業者からの質問・意見を取りまとめ、これに対する回答書
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案を作成するとともに、必要に応じて実施方針の修正案を作成し、又は募集書類に反

映させる。 

 

(3) 特定事業の評価・選定、公表に係る支援 

  ア ＶＦＭの確認 

    可能性調査による検討結果を参考に、従来方式（公共施設等の管理者が自ら実施す

る場合に、通常採用する事業方式）で実施した場合における事業期間全体を通じた本

町の財政負担額（ＰＳＣ（各年度の財政負担額を現在価値に換算した総額＝ライフサ

イクルコスト））、及びＰＦＩ方式で実施した場合における事業期間全体を通じた本町

の財政負担額（ＰＦＩのライフサイクルコスト）を算出し、これらを比較するＶＦＭ

を算出する。 

イ 特定事業の選定 

  ＶＦＭの達成が確認されたことを受けて、本事業をＰＦＩ事業（特定事業）として

選定するに至ったことを公表する際の公表文案を作成する。 

 

(4) 募集書類の作成等に係る支援 

 ア 民間事業者の募集及び選定方法等に関する検討 

   民間事業者の募集・選定方法（総合評価一般競争入札、公募型プロポーザル方式等）

について検討するとともに、選定スケジュール等について整理する。 

  イ 入札説明書（募集要項）案の作成 

    本事業の事業内容の詳細や事業者選定スケジュール、選定方法、参加資格要件、リ

スク分担等を示した入札説明書（募集要項）案を作成する。 

ウ 要求水準書案の作成 

  本町が民間事業者に求めるサービス水準を示した要求水準書案を作成する。 

本事業は基本設計からＰＦＩ事業として実施することから、民間事業者の創意工夫、

ノウハウ等を最大限に発揮できるようにするため、性能発注によることを原則とした

要求水準書案を作成する。 

なお、要求水準書案は実施方針の公表に向けて作成する。 

エ 落札者決定（事業者選定）基準案の作成 

  民間事業者を選定するための評価項目、評価方法等を定めた基準案を作成する。 

  落札者決定（事業者選定）基準案は、定量的に表現できる項目については数値で表

すこととし、それが困難なものについては具体的に記述する。 

オ 様式集案の作成 

  入札（募集）の手続き際し、民間事業者が提出する各種様式について様式集案を作

成する。 

カ 基本協定書案の作成 

事業予定者選定後、本町は速やかに事業予定者との間で基本協定を締結する必要が

あり、本町と事業予定者の間で取り交わす基本協定書の案を作成する。 

作成にあたっては、町と事業予定者の間に齟齬が生じないよう、弁護士との協議も



3 

含め法的面を中心とした検討を行う。 

キ 事業契約書案の作成 

  選定された事業予定者と本町との間で取り交わす契約書の案を作成する。 

契約書案の作成にあたっては、契約書の基本構造に含まれるリスク分担や事業破綻

時の措置など基本的事項のほか、本事業固有の契約事項についても明記する。上記の

案の作成にあたり、本町と事業者間に齟齬が生じないよう、弁護士との協議も含め法

的面を中心とした検討を行う。 

 

(5) 民間事業者の募集・選定に係る支援 

  ア 入札説明書（募集要項）等への質問・意見回答書案の作成 

    入札説明書（募集要項）・要求水準書・落札者決定（事業者選定）基準及び契約書案

に対する民間事業者からの質問・意見を取りまとめ、これに対する回答案を作成する。 

イ 提案書審査資料の作成 

 ① 参加資格審査資料の作成 

   参加資格審査にあたって必要となる審査資料を作成する。 

 ② 提案書審査資料の作成 

   提案書審査に先立ち、提案書を整理するとともに、落札者決定（事業者選定）基

準に基づいて提案書審査資料を調書として取りまとめる。 

 ③ 提案審査講評案の作成   

   審査委員会において行われた提案書審査の経過及び結果を取りまとめ、提案審査

講評案を作成する。 

 

(6) 契約締結作業等に係る支援 

基本協定及び事業契約の交渉に際し、必要に応じてＰＦＩ事業の経験を有する弁護士

を派遣し、調整を行う。 

 

(7) 審査委員会の運営に係る支援 

    審査委員会の審査委員の抽出、議題の提案、委員会資料の作成、議事録の作成等の事

務局運営に関する支援を行う。 

 

(8) その他必要な支援 

    その他、本事業の実施にあたり必要となる各種アドバイスや、情報提供など、本町の

支援を行う。 

 

５ その他 

(1) 打合せ及び議事録 

  受託者は、業務の着手にあたり十分な打合せを行い、また業務中にも必要な都度協議

を行い、目的達成に努めること。 

  打合せ終了後、議事録を速やかに作成し、その都度提出しなければならない。 
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(2) 資料等の収集 

   本業務の遂行上必要な資料、情報は、原則として受託者が収集すること。ただし、本

町が保有しているもので本業務の遂行に必要な資料は貸与する。 

 

６ 成果品 

業務項目 提 出 物 

１ 実施方針の公表に係る支援 （実施方針公表） 

・ 実施方針案 

（質問・意見回答） 

 ・ 質問・意見回答書案 

２ 特定事業の評価・選定、公表に係る 

支援 

（特定事業の選定に係る評価結果公表） 

・ VFM 検証資料 

・ 特定事業の選定に係る評価結果 

３ 募集書類の作成等に係る支援 （入札公告（募集公告）） 

・ 入札説明書（募集要項）案 

・ 様式集案 

・ 要求水準書案 

・ 落札者決定（事業者選定）基準案 

・ 基本協定書案 

・ 契約書案 

４ 民間事業者の募集・選定に係る支援 （質問・意見回答） 

 ・質問・意見回答書案 

（参加資格審査） 

・ 参加資格審査資料 

（書類審査） 

・ 提案書審査資料 

（結果公表） 

・ 提案審査講評案 

５ 審査委員会の運営に係る支援 ・審査委員会議事録 

※ 提出物は、（ ）に示す工程（要求水準書は実施方針公表）に向けて提出すること。この

場合、電子データ（Word 形式及び PDF 形式）で行うこと。 

その他、業務完了時に上記提出物をとりまとめた報告書（３部）を作成する。 


